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要旨　本研究は，公立学校へのイマージョン教育の導入をめぐる政策的議論を分析することを目的
とする．4つの公用語をもつスイスでは，バイリンガル教育が推奨されているが，これまでは限ら
れた地域や私立学校でのみイマージョン教育が実践されてきた．しかしフランス語のみを公用語と
するヌーシャテルでは近年，公立学校でドイツ語のイマージョン教育を開始し，成果をあげている．
そこで本研究では，ヌーシャテル議会，政府，教育局の行った政策的議論に注目した．この結果，
ヌーシャテルでは政策決定に先立ち，教育局のイニシアチブによって一部の学校区での実験が進ん
でいたことがわかった．また，政策の導入には，財政的支援の獲得，教員の確保，公平性の保証と
いう課題が挙げられ，議論されたことが明らかになった．

藤　井　　　碧

京都大学大学院　人間・環境学研究科　共生人間学専攻
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公立学校におけるイマージョン教育の導入： 
フランス語圏スイス・ヌーシャテルの政策文書の分析から

1．は　じ　め　に

1.1　研究背景と研究目的
　本研究は，言語以外の教科の一部または全体を
第 2言語または外国語で行うバイリンガル教育 1），
とりわけイマージョン教育について論じる．
　イマージョン教育は，英語圏のカナダで 1960年
代以降に発展した教授法で，この発展過程は，カ
ナダの公用語政策と大きく関係している．カナダ
では，2言語使用によってアメリカと差別化を図
る，また，少数派のフランス語話者の権利を保護
するため，フランス語教育を推進している
（Germain, 2013, pp. 191-192）．中でも多数派の英
語話者にとって，フランス語にふれる時間が多く，
効率的だと注目されたのがイマージョン教育で
あった（Germainほか, 2015, pp. 131-132）．
　バイリンガル教育は 1990年代以降，ヨーロッパ
各国でも注目されるようになった．従来，ヨーロッ
パの学校では言語科目を除き第 2言語や外国語を
用いてこなかったが，言語的多様性の尊重，地域
言語や少数言語の振興の流れが生まれると，バイ

リンガル教育の研究や実践が発展した（Baetens 

Beardsmore, 1993）．
　4つの言語共同体からなるスイスも，バイリン
ガル教育を推進する政策的基盤をもつ．スイスで
はカントン（州／邦）ごとに公用語が異なり，教
育は基本的に 1言語で行われる．このような中，ス
イスは国内の結束性を強めるため，1970年代に
「第 2国語」すなわち他カントンの公用語を必修と
した（EDK/CDIP, 1975）．また，第 2国語や英語
の教育を促進するために，あらゆる教育機関でバ
イリンガル教育を推進している（EDK/CDIP, 1995）．
　しかし今日バイリンガル教育を行っているのは，
主に言語境界付近，複数の公用語をもつカントン，
または後期中等課程や私立学校である（Brohy & 

Gajo, 2008, p. 6）2）．このような状況の背景には，カ
リキュラムの調整（Gajo et al., 2020, p. 8）や，財
政的援助の獲得，教員採用・養成の改善（Brohy 

& Gajo, 2008, p. 11），公平性の問題への対処
（Runtz-Christan, 2010）などの課題があると考え
られている．
　ところがスイス西部のヌーシャテル（カントン）
は 2011/12年度から，幼稚園 7校の 160名を対象
にイマージョンによるドイツ語教育を開始し，
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2020/21年度には幼稚園・小学校 16校の 850名以
上を対象とするまでにプロジェクトを拡大させ
た 3）．ヌーシャテルでは 2000年代から，小学校 3

年生から中学校 3年生まで必修科目としてドイツ
語を教育しているが，このドイツ語教育に先立ち，
早ければ幼稚園から体育，音楽，算数などの非言
語とされる教科（Gajo et al., 2020）をドイツ語
「で」教育する．
　ヌーシャテルはフランス語のみを公用語とする 4）

カントンであり，このような取り組みはスイス全
体でも最初だということである．では，なぜヌー
シャテルはイマージョン教育を導入できたのか．こ
の導入過程ではどのような課題が認識され，議論
されたのか．政策の維持や発展のためにどのよう
な課題が残っているのか．本研究では，これらの
問いを明らかにすることを目的とする．

1.2　先行研究と本研究の視座
　バイリンガル教育については，言語科目以外で
行われるとして，その教授法や教育効果に関心が
集まっている．スイスの事例にかんする先行研究
は，バイリンガル教育が，第 1言語・第 2言語教
育，教科教育の垣根をこえた学びを可能にすると
いう展望を示してきた（Gajo, 2007; Gajo et al., 

2020; Steffen, 2013; Steffen et al., 2019）．
　一方で先行研究は，バイリンガル教育の政策的
側面にかんする課題をいくつも指摘している．ま
ず，言語能力と教科学力の育成にかかわるバイリ
ンガル教育を，既存のカリキュラムにどのように
組み込むかという課題がある（Gajo et al., 2020, p. 

8）．次に，バイリンガル教育の実践にあたり，政

策的また財政的支援をどのように獲得するかとい
う課題がある（Brohy & Gajo, 2008, p. 11）．また，
バイリンガル教育を担う教員をどのように採用す
るか，あるいは新たに養成するか，現役教員を含
む人事をどのように計画するかといった課題（ibid., 

p. 11），バイリンガルクラスへの入学やクラス内部
での公平性を保証するという課題がある（Runtz-
Christan, 2010）．先行研究は，これらの課題を指
摘している一方で，具体的な政策において，どの
ように政策関係者が課題を認識し，バイリンガル
教育の実施に至ったかについては分析していない．
このようにさまざまな課題があるなかで，なぜヌー
シャテルは政策決定に至ったのだろうか．

1.3　研究対象
　本研究では，ヌーシャテルにおけるプロジェク
ト PRIMA 5）（「プリマ」）を取り上げる．表 1は，
この実施形態をまとめたものである．ここでは習
得順によって，フランス語を「L1（第 1言語）」，
ドイツ語を「L2（第 2言語）」と表記している．

1.4 　研究方法
　本研究では，PRIMAの政策決定過程で提示さ
れた論点を明らかにするため，政策文書の質的内
容分析を行う．分析方法として，まず文書全体を
検討し，PRIMAの導入・実施・拡大に関する時
系列を明らかにする．その上で，政府（とりわけ
教育局義務教育課），議会，学校責任者がバイリン
ガル教育，イマージョン教育，ドイツ語教育，バ
イリンガリズムをどのように捉え，プロジェクト
を導入する決定に至ったのかという視点で論点を

表 1：PRIMAによるバイリンガル教育の特徴（Elmiger et al., 2012, pp. 7-10）より筆者作成．
分類 PRIMAによるドイツ語教育の実施形態
学習開始時期 早期バイリンガリズム．幼稚園から L2の学習を開始する．
目標とするバイ
リンガリズム 加算的バイリンガリズム．L2は追加的な価値をもち，L1の使用は制限されない．

第 2言語での教
育の割合

部分的バイリンガリズム．1-2年目（幼稚園）では，カリキュラムの半分を L1で，
もう半分を L2で行う．3年目（小学校）以降は L2が 15-30%．

教員の数 当初は 2人の教員がそれぞれドイツ語とフランス語を担当．最近は 1人で 2言語を
担当することも多い．

L2で行う教科，
教材，教授法

クラスごとに異なる．言語が重要な役割をはたす教科（歴史や地理）も，そうでな
い教科（体育や美術）も含まれる．
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抽出し，議論を精査した．
　分析の対象は，表 2（網掛け部分）にある 4点
の文書である．うち（1）2008年動議，（2）2014

年決議，（4）2019年原則は，公式HP上で入手で
きるヌーシャテル議会議事録 6），ヌーシャテル教
育局による公文書データベースRPN 7）から入手し，
（3）2016年草稿はヌーシャテル教育局義務教育課
から直接入手した．

2．ヌーシャテルのドイツ語教育と PRIMA

2.1　スイスの多言語主義
　スイスの連邦憲法 12）はドイツ語・フランス語・
イタリア語・ロマンシュ語を国語と定めている
（Art. 4）．このうちドイツ語・フランス語・イタリ
ア語は議会や政府の公文書や情報伝達に用いられ，
ロマンシュ語使用者との間ではロマンシュ語が用
いられる（Art. 70.1）．また，スイスは連邦制を
とっており，26あるカントンが，4つの国語のな
かから 1言語あるいは複数の言語を公用語とする
（Art. 70.2）．共通の公用語をもつカントンの全体
は言語共同体（言語圏）と呼ばれる（ドイツ語圏，

フランス語圏，など）．連邦憲法は，連邦政府とカ
ントンがこの言語共同体間の理解および交流を促
進することを定めている（Art. 70.3）．以上のよう
にスイスでは，地域ごとに異なる言語を使用して
おり，この多様性を維持すると同時に，異なる言
語を使用する共同体間の理解と交流を促進する多
言語主義を掲げている．

2.2　スイスの教育政策と第 2国語教育
　スイスは連邦制にもとづき，カントンが教育政
策の決定権を有する（職業教育や，連邦工科大学
に関する政策を除く）（Art. 62.1, 63.1, 63a.1）．カ
ントンごとに教育法があり，各カントンの教育局
が教育制度や教育内容，時間割を決定する．ただ
し連邦政府とカントンは，それぞれの権限におい
て教育の質と透明性を保証することとなっている
（Art. 61a）．つまり，基本的にはカントンが義務教
育課程に関するあらゆる政策・制度を決定するが，
カントン間の調和を保つことも重視されている．

1970年代からは，カントン教育局の代表からな
るカントン教育局長会議（EDK/CDIP）がカント
ン間の調整を担っている．言語教育についても，カ

表 2：分析対象の文献と PRIMAに関する出来事（NE=ヌーシャテル）
出来事

1999-2005 一部の幼稚園・小学校でイマージョンによるドイツ語教育

2008/04/30
自由急進党（Groupe libéral-radical）4名の議員，NE議会に動議 8）「すべての子ど
もにバイリンガリズムを」（1）（2008年動議）を提出

2009/09/30 2008年動議，議会で受理

2011/01/31 NE教育局，カントン教育局長会議にイマージョンの試験的導入への補助金を要請

2011/12年度 一部の幼稚園でイマージョンによるドイツ語教育を試験的に開始．モニタリング調
査開始

2012/13年度 一部の小学校でイマージョンを試験的に開始

2014/09/28
自由急進党，NE議会に決議 9）「小学校での第 2国語教育のために」（2）（2014年決
議）を提出

2014/10/03
NE議会 管理委員会 10）において，教育局は 2008年動議（1）への回答を 2015年 6
月以降に準備すると表明．

2015/01/31
NE教育局，カントン教育局長会議に再度イマージョンの試験的導入への補助金を
要請

2016/02/19
NE教育局義務教育課，情報文書の草稿「言語教育に関するカントンの基本原則」
（3）（2016年草稿）を作成．学校責任者などと審議

2016/11 Fondation.chより連邦主義賞を受賞

2019/07/09
（3）の審議を経て，NE政府がNE議会に情報文書 11）「言語教育に関するカントンの
基本原則」（4）（2019年原則）を提出．
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ントン教育局長会議は重要な決定を行っている．
とくに，ほぼすべてのカントンが加盟している「義
務教育学校間協定（HarmoS）」は，言語教育につ
いて小学校 3年生（6-7歳）から 1つ目の言語，小
学校 5年生（8-9歳）から 2つ目の言語を教育す
ることを定めている（EDK/CDIP, 2007, Art.4.1）．
この 2言語のうち，1言語は必ずスイスの 4つの
国語から選ぶことになっており，この言語は主に
当該カントンの公用語ではない国語を指すことか
ら「第 2国語」と呼ばれている．
　第 2国語教育は，前述の教育政策の基本的方針
（HarmoS協定）のみならず，連邦政府による言語
法（LLC, 2007）にも定められており，異なる言語
共同体間の相互理解，国家の結束性の強化，また
多言語主義というアイデンティティによる隣国と
の差別化などの意味で，スイスにとって重要な制
度と考えられてきた（Grin, 2014）．以上のように
第 2国語教育は，スイスの教育政策のなかで重視
されている．

2.3　 フランス語圏スイス・ヌーシャテルの必修
ドイツ語と PRIMA

　フランス語圏スイスでは，第 2国語としてドイ
ツ語を教育している．フランス語圏・イタリア語
圏カントンに共通の教育計画（PER）13）により，小
学校 3年生からドイツ語を，小学校 5年生から英
語を教育することとなっており，フランス語圏ス
イスのカントン教育局はそれぞれ，この教育計画
にもとづいてドイツ語の時間数や教材などを決定
する．
　フランス語圏スイスでは，英語よりもドイツ語
の教育に多くの時間を割いている．カントンによ
る差異はあるが，小学校 3年生から中学校 3年生

まで，学年ごとの時間割全体にしめる必修ドイツ
語の時間数は 1割前後であり，これは義務教育を
通しての英語の時間数の 1.5-1.7倍である（小学校
では 2.25-2.5倍，中学校では 1-1.25倍）．なお参
考までに，フランス語圏スイスのほうが日本の英
語教育よりも 1週間あたり 3コマから 4コマ程度，
ドイツ語教育に多く時間を割いている 14）．
　ではヌーシャテルが導入したイマージョンによ
るドイツ語教育は，必修ドイツ語とどのように異
なるのか．表 3は，ヌーシャテルにおける必修ド
イツ語と，PRIMAによるドイツ語教育を，学習
開始時期と学習時間，授業時間数，教授言語，学
習内容・教材・教授法の観点で整理したものであ
る．
　表 3からわかるように，PRIMAではまず，必
修ドイツ語に4年間先行してドイツ語を教える．こ
れは，多くの生徒の L1であるフランス語と同じ
ように自然に，またドイツ語に対する抵抗が少な
いうちからドイツ語を教えるためである（Elmiger 

et al., 2012, p. 1）．
　次に，PRIMAでは必修ドイツ語の授業時間数
を増やすことなく，ドイツ語学習の時間が大幅に
増える．これは言語教育政策の観点からも，カリ
キュラムの「経済性」を上げる利点と考えられて
いる（Brohy & Gajo, 2008, p. 10）．そして言語以外
の教科をドイツ語「で」教えることで，ドイツ語
能力と教科学力のどちらも犠牲にすることなく，両
方の能力を伸ばすことが期待されている（Bonvin 

et al., 2016, p. 26; Elmiger et al., 2012, p. 1）．
　最後に，学習内容，教材，教授法について，
PRIMAでは必修ドイツ語ほど厳密に決められて
いない．必修ドイツ語はフランス語圏スイスに共
通の教育政策に属し，域内で共通の学習目標や教

表 3：必修ドイツ語と PRIMAによるドイツ語教育の比較（筆者作成）
必修ドイツ語 PRIMAにおけるドイツ語教育

学習開始時期，
学習期間 小学校 3年生から中学校 3年生まで 7年間 幼稚園から中学校 3年生まで，最長 12年間

授業時間数 時間割全体の約 1割（週 3-4コマ）．中学校 2-3
年生ではドイツ語は進度別に 2クラス

幼稚園は時間割全体の約 50％をドイツ語で行う．
小学校以降は週 4-8コマ（Bonvin et al., 2016, p. 5）．

教授言語 基本的にフランス語 基本的にドイツ語
学習内容・教
材・教授法

フランス語圏スイスに共通で，PERに定められ
ている． 

クラス，教員により異なる．教科の選択も任意
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科書が指定されている．一方 PRIMAは教師や学
校の意向によって，柔軟に学習内容や教材を選択
している．その分教員の負担が重いこと，カント
ン内で教育目標を明示する必要性がプロジェクト
初期から指摘されている（Elmiger et al., 2012, p. 

36）．
　以上のように PRIMAのドイツ語教育は，必修
ドイツ語よりも早期から，より多くの時間をかけ，
教師や学校の裁量によって行われている．

3．ヌーシャテルにおける 
イマージョン教育の導入過程

　ヌーシャテルは，どのような過程を経てイマー
ジョン教育の導入を決定したのか．本章では，時
系列に沿って政策過程を整理する（1.4の表 2も参
照されたい）．
　ヌーシャテル議会の自由革新党 15）の議員 4名は
2008年，ドイツ語教育を推進するために早期イ
マージョンの導入を提案した．この目的は，子ど
もが将来，労働市場において良いキャリアを築く
こと，これによってカントンの経済を発展させる
ことであった．この動議は翌年に議会で受理され
た．
　教育局義務教育課は，この動議への回答に先立
つ 2011年，ヌーシャテル内の 13の学校区に対し
て，幼稚園にイマージョン教育を試験的に取り入
れるよう呼びかけた．これを受け入れた 7校は，
2011/12年度よりイマージョン教育を開始すること
になる．初年度は幼稚園の 2学年の混合クラスで
イマージョン教育を行い，翌年度からは生徒の進
級に合わせて小学校 1年生，翌々年度は小学校 2

年生へ，イマージョン教育の導入学年が拡大して
いった．小学校 3年生からは第 2言語としてのド
イツ語が始まるため，2014/15年以降は，通常のド
イツ語とイマージョン教育の両方を受ける生徒も
いた．
　2014年，教育局はヌーシャテル議会において，
2008年動議への回答を翌年 6月以降に準備するこ
とを表明し，実際には 2016年 2月からイマージョ
ン教育の利点や課題を検討し始めた．そして教育
局の義務教育課はイマージョンの実施を含むドイ

ツ語教育の促進に関する情報文書の草稿について
学校責任者，教員養成大学やヌーシャテル大学，教
師連盟，保護者会，商工会議所と審議を行った．そ
して 2019年，ヌーシャテル政府は「言語教育に関
するカントンの基本原則」を発表し，正式にカン
トンの教育政策にイマージョン教育を組み込んだ．
　以上のようにヌーシャテルの公立幼稚園・小学
校におけるイマージョン教育の導入過程は，議員
による提案から正式に政策となるまで 10年強かか
り，この政策がすべての学校区で実施されるまで
さらに 10年かかると考えられている．一方，教育
局義務教育課のイニシアチブによって，一部の学
校は政策決定を待たずにイマージョンによるドイ
ツ語教育を開始し，この教授法は生徒の進級に合
わせて拡大していった．

4．ヌーシャテルにおける 
イマージョン教育の導入にかんする議論

　先行研究は，イマージョン教育の導入にあたり
「財政的支援の獲得」「教員採用・養成，人事計画」
「公平性の保証」などの課題を挙げている．これら
の論点は，分析した政策文書からも抽出された．本
章は，これらの課題をヌーシャテルがどのように
処理し，イマージョン教育の導入に至ったのかに
ついて政策文書中の議論を精査する．

4.1　財政的支援の獲得
4.1.1.　経済成長との関連
　ヌーシャテルにおけるドイツ語教育の強化につ
いて，自由革新党の議員が直接持ち出した目的は，
経済成長また労働市場でのニーズに対応できる人
材を育てるということであった．これはスイスに
おいて，国内最大の市場がドイツ語圏にあること，
そしてフランス語圏に拠点をもつ多くの企業がド
イツ語能力をもつ人材を必要としていることに関
係している．

多言語主義（multilinguisme）は，我が国に
とって本質的な価値（観）である．なぜなら
多言語主義によって，文化的多様性を利用す
ること（開放性，複数のスキルの習得など）
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や，職業的なキャリアの見通しを有利にする
ことができるためである．早期言語学習は，子
どもにとって成功の切り札である．HarmoS

協定は，現在の遅くとも小学校 3年生でのド
イツ語教育を推奨するもので，上記の方向性
に沿うものである．
 （2008年動議, 第 2段落）

　2008年動議において「多言語主義」は，スイス
の「価値（観）」であると同時に，「開放性」「複数
のスキル」を獲得することや，「職業的なキャリア
の見通し」につながる政策と考えられている．す
なわち多言語主義は，2.1で見たようなスイス全体
の国家理念としてのみならず，子どもの能力を伸
ばし将来の職業につながる実用的な価値も持つと
考えられている．
　なぜ英語能力ではなくドイツ語能力が重宝され
るかという点については，経済学の観点から行わ
れた F. グランの研究（Grin, 1999a, 1999b）にもと
づいている．2008年動議を提出した自由革新党議
員の C. Gueissaz氏も，2009年の答弁で引用して
いる（République et canton de Neuchâtel, 2009, p. 

776）．この研究は，スイスのメディアや政策文書
でしばしば参照されており 16），ヌーシャテルで教
育局や政治家が取り上げるのも不思議ではない．

フランス語圏スイスでは，ドイツ語に精通し
ている 17）と給与が 14％上乗せされるのに対し，
英語に精通している場合は「わずか」10％し
か上乗せされないことがわかった．さらに，フ
ランス語圏スイスの求人情報からは，ドイツ
語や英語に堪能な人材が求められていること
がわかった．
（中略）
以上から，ヌーシャテルの若者による地元企
業への就職を促し，失業率を下げるためには，
学校での言語教育が必要である．
 （2016年草稿, pp. 46-47より要約）（下線筆者）

　グランはまず，L2（第 2国語と英語）能力をも
つ男性の平均収入を，言語圏と言語能力のレベル
別に集計した．次に各言語圏で，当該の言語に精

通している場合，収入格差がどの程度生じるかを
言語ごとに計算した．この結果，スイスで L2は，
学歴や職歴などと同じように報酬に還元される要
素といえ，L2教育はコストに見合うことが示され
た．
　また，グランは，L2のなかでもフランス語圏ス
イスではドイツ語能力をもつ人のほうが英語能力
をもつ人よりも給与の上げ幅が大きいことを示し
た．グラン自身が，「言語能力」が学歴など他の変
数としばしば結びついており，言語能力のみが給
与を上げる要素とは捉えられないこと（Grin, 

1999b, p. 12），フランス語能力にドイツ語あるい
は英語が「追加される」場合に，言語能力が収入
に格差をもたらすという前提条件があること（ibid., 

p. 8）を強調している点には注意が必要であるが，
政府や議会にとってはグランの研究の一部が，政
策案を裏付ける根拠と捉えられていたことがわか
る．
　最終的にヌーシャテル政府は，政策案をカント
ンの経済政策と結びつけ，2019年原則においてド
イツ語教育を強化する方針を認めた．

ヌーシャテル政府の「2014-2017年度計画 18）」
は，ヌーシャテルの産業基盤が継続的に発展
するために必要な技術力と学力を身につける
ための教育制度を計画した．言語能力は労働
市場への参入に影響する．この政府計画は，前
期中等教育の改革と落第の削減との関連で，
義務教育修了後に向けたより良い指導を行う
ことも見通している． 

（中略）
1．できるだけ多くの生徒にとっての，フラン
ス語とドイツ語によるバイリンガリズムを目
指し，遅くとも 5年生から第 2国語を，7年
生から他の言語を教えるという国家戦略を超
えていく．
これについては，早期イマージョンによるド
イツ語教育を就学前，初等，前期中等教育に
拡大し，言語間交流を発展させることを指す．
2．PERに合う新しい教授法に沿いつつ，学
校教育の内容に溶け込むような最適な言語教
育を準備する．
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 （2019年原則, pp. 11-12） （下線筆者）

4.1.2.　連邦レベルの多言語主義との関連
　自由革新党の議員は，スイスの多言語主義の強
化という観点からも，ドイツ語イマージョン教育
の意義を説明した．とくに 2014年決議では，ヌー
シャテル議会から連邦議会とカントン教育局長会
議に対して，第 2国語教育の強化を訴えるよう求
めている．
　決議の冒頭では，多言語や多文化の尊重という
点からドイツ語教育を強化する意義を論じている．

文化や言語の多様性は，スイスの本質的な特
徴である．これには十分な連帯，他者への関
心，理解，相互の尊重が必要である．このよ
うな基本的な価値観によって，私たちの国は
うまく機能する．
 （2014年決議, L.1-3）

　続く部分には，スイスの多言語主義と第 2国語
教育の重要性について， 2010年代における第 2国
語教育制度のゆらぎという時代背景が反映されて
いる．

そのため，ドイツ語圏のいくつかのカントン
でフランス語を軽視し，国家の結束を危険に
さらしているのは憂慮すべきである．現在の
事例として，トゥルガウ，ニドヴァルデン，ル
ツェルンにおける，小学校でのフランス語教
育を廃止する決定やイニシアチブなどが挙げ
られる．
 （2014年決議, L.4-5） （下線筆者）

　1990年代後半以降，チューリッヒをはじめとす
るいくつかのドイツ語カントンは，第 2国語のフ
ランス語よりも英語を先に教育することを決定し
ていた．決議にあるニドヴァルデン，ルツェルン
ではそれぞれ 2015年，2017年に公立小学校での
必修フランス語を廃止することについての住民投
票を行い（結果はどちらも否決），トゥルガウでは
フランス語廃止に関する議会の決定を政府が取り
下げるという事態であった（EDK/CDIP, 2019, p. 

22）．こうしたドイツ語カントンの動きに対しては，
本来はカントンに対する補完的な権限をもつにす
ぎない連邦政府やカントン教育局長会議が介入す
るほどの政治的な騒動となった（Fuchs, 2014）．こ
の動きをふまえて 2014年決議は，スイスの第 2国
語教育また多言語主義の支持と，これを揺るがす
ドイツ語カントンへの反発が示されている．
　決議後半は，第 2国語教育政策による国家の結
束を連邦政府とカントン教育局長会議に要請して
いる．この内容は，2.1また 3.1でみたような，第
2国語教育を規定する連邦の言語法（LLC）や
HarmoS協定などと重なる．ここでヌーシャテル
議会が改めて同じ内容を連邦政府やカントン教育
局会議に要請した背景には，引用部にあった第 2

国語教育制度のゆらぎとこれへの反発があったと
理解できる．
　このように，2014年決議は，フランス語カント
ンとしてスイスの多言語主義と第 2国語教育制度
を支持するという方針を示す狙いもあった．
　ヌーシャテルの政策が連邦レベルの言語政策に
沿うものであったことは，2016年の「連邦主義賞
（Prix du Fédéralisme）」受賞に表れている．これは，
政府機関のひとつである Fondation.ch 19）が「スイ
スの連邦主義を守り，革新的な方法でこの発展を
支えている，またはその強化に貢献した」個人や
団体に贈る賞である 20）．受賞をきっかけに，ヌー
シャテルの取り組みの知名度は上がり，PRIMA

はカントン内外で注目を集めるようになった．
　財政的支援について，ヌーシャテル政府は当初，
学校区に対してほとんど追加予算を投入せずにイ
マージョン教育の導入を勧めていた．しかし 2011

年と 2015年，プロジェクトの拡大とモニタリング
調査の実施のため，連邦文化庁またカントン教育
局長会議から予算を確保した（2016草稿, pp. 19, 

35）．そして 2018/19年度からは，ドイツ語圏スイ
スからの教員の派遣や，前期中等課程でのモニタ
リング調査の実施にも予算を配分している．すな
わち，PRIMAは連邦レベルの支援なくして拡大
することはほとんど考えられなかったということ
である．
　以上のように，イマージョン教育の導入は，連
邦レベルでの多言語主義の推進という政策目標と
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関連付けて推進された．同時に，連邦政府の側か
らも期待をかけられ，政策的また財政的な支援を
得ることにつながった．

4.2　教員採用・養成，人事計画
4.2.1.　ドイツ語能力をもつ教員の確保
　スイスでこれまでイマージョン教育を実施して
きたのは，言語境界付近や多言語カントンなど，第
2言語を使用する教員を比較的容易に確保できる
地域であった．これとは異なり，フランス語のみ
を公用語とするヌーシャテルにとって，イマージョ
ン教育を担う教員の採用と養成は大きな課題で
あったはずである．しかし 2008年動議は，イマー
ジョン教育を行うための教員を，あたかも容易に
確保できるかのように書かれている．

（前略）この観点から，子どもたちの挑戦を後
押しするため，幼少期から母語以外の言語を
学ぶ機会を設けることが必要である．そのた
めには，入門指導 initiationだけでなく，イ
マージョン教育が必要である．
（中略）ドイツ語に堪能な教員の資源はわが国
に存在し，留学を促進する方策を講じるべき
である．
 （2008年動議, p. 第 3段落）（下線筆者）

　しかし「ドイツ語に堪能な教員」は自明の資源
だったのだろうか．まずヌーシャテルの外部につ
いては，たしかにドイツ語圏スイスの小学校教員
は「ドイツ語に堪能」なはずであり，ドイツ語圏
スイスから教員を派遣する制度などがあるように
も考えられる．しかし実際にはこのような制度は
存在せず，カントン間で個別に協定を結ばない限
り，異なる言語圏の間で教員を異動させることは
ほとんどない．ヌーシャテルはドイツ語圏スイス
のいくつかのカントンと提携関係にあるが，カン
トン間で人事や教育の制度が大きく異なり，教員
の派遣は現在のところ一般的ではない 21）．
　また，ヌーシャテルの内部でも，「ドイツ語に堪
能」な教員が多いとはいえない．なぜならフラン
ス語圏スイスの小学校教員は，あらゆる教科を担
当するよう養成されており，必ずしもドイツ語教

育に強い関心をもっているとは限らない（例えば
Elmiger, 2016, pp. 4-5）．
　さらにいえば，「ドイツ語に堪能」であっても，
その教員がイマージョン教育を行えるとは限らな
い．フランス語圏スイスの小学校教員の候補者は，
教員養成大学また大学の教員課程への入学時に一
定のドイツ語・英語能力を証明することになって
はいる 22）が，これらは言語を教えることに関する
専門的能力を証明するものではない．実際，
2018/19年度からヌーシャテル教員養成大学はドイ
ツ語圏のベルン教員養成大学と協働し，イマー
ジョン教育に特化したプログラムを開始したが 23），
このようにプログラムを新設するということは，イ
マージョン教育を担当する教員を，従来の教員と
は別の枠組みで育成する必要があったことを示し
ている．
　以上のように，ヌーシャテルでは，教員の確保
についての目処がほとんど立っていない中で，イ
マージョン教育が提案された．
4.2.2.　ティーム・ティーチングの是非
　イマージョン教育を開始した当初は，ほとんど
のクラスでドイツ語話者の教師とフランス語話者
の教師によるティーム・ティーチングを行ってい
た（Elmiger et al., 2012, p. 9）．しかし，教員間の
コミュニケーションにかかる負担が大きいことや，
教員のマッチングなど人事面の問題が多いと度々
指摘されている（Elmiger et al., 2012, p. 34など）．
　ここでいうティーム・ティーチングは，2名の
教師が各々1言語を担当する「1人 1言語」の原則
にもとづくものである． 2016年草稿の冒頭でヌー
シャテル教育局は当時のティーム・ティーチング
の状況を以下のように記述している．

PRIMAクラスでは，「1人 1言語」の原則に
基づき，通常，ジェネラリストのペアがフラ
ンス語とドイツ語で授業時間を分担していま
す．
 （2016年草稿, p. 19）（下線筆者）

　「1人 1言語」の原則とは，20世紀初頭，両親が
異なる言語を話す家庭で，それぞれが子どもに自
分の言語で話しかけるという教授法である（Ronjat, 
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2013）．現在でも多くの家庭や教育現場で用いられ
ているが，言語教育学の観点からは，この方法が
決して唯一の選択肢ではないことが明らかにされ
てきている（Gajo & Steffen, 2015; Grosjean, 2015）．
ヌーシャテル教育局は，2016年草稿の続きの部分
で，この言語教育学の成果にもとづき，必ずしも
1人の教員が 1言語のみを担当する必要がないこ
とを強調している．

「1人 1言語」の原則は，言語使用に秩序をも
たらす唯一の方法ではない．イマージョン教
育を支える原則は他にもあり，同じ人が 2つ
の異なる言語で同じクラスを教えることもで
きる．
特に PRIMAクラスを拡大する場合，イマー
ジョンのクラスは必ずしもこの原則を満たす
必要はない．
（2016年草稿, p.42）（下線は原文では太字）

　この引用部では，言語教育学の観点とあわせて，
人事計画の観点からも，1人の教員が複数の言語
を担当することが肯定的に捉えられている．たし
かに 2名の教員を採用・養成する必要が，1名で
済むと考えれば，人事コストの削減になる．ただ
し 2言語の十分な能力をもち，イマージョン教育
に特化した教員の採用また養成にかかるコストが
さらに必要となることが，ここでは明示されてい
ない点には注意が必要である．
　とはいえ，当初の「原則」どおり 1人 1役の
ティーム・ティーチングのみに頼るよりは，1人
2役でイマージョン教育を実施するという選択肢
を増やすほうが，人材の確保という観点からも，言
語教育学の観点からも合理的と判断された．いず
れにせよ，1人 1役のティーム・ティーチングの
みでは PRIMAの拡大は難しく，さらに 2役を演
じることのできる人材を育成するという課題は今
後も残る．

4.3　 バイリンガルクラスへの入学やクラス内部で
の公平性  

4.3.1.　PRIMAクラスへの入学
　2011/12年度には生徒 160名を対象にしていた
ヌーシャテルのイマージョン教育は，2020/21年度
には850名以上を対象とするまでに拡大した．ヌー
シャテル政府は，2038年までにすべての学校区に
おいて，義務教育のすべての学年でイマージョン
を受けられる体制を整えることを宣言している
（2019原則, p. 15）. 
　学校区によっては現在，そこに居住するすべて
の生徒が，義務教育の修了までイマージョンを受
けられるようになっている．現状では，PRIMA

クラスへの入学は，成績などによって恣意的に選
抜されることはない 24）．しかしイマージョン教育
の人気は高く，クラスの定員よりも申込数のほう
が多いために，くじ引きで PRIMAクラスへの入
学者を決定する学校区もある．
　また，教員不足などを理由として，いずれの学
校もイマージョンを行っていない学校区もある．つ
まり，運や居住地によって左右されないという意
味での，バイリンガルクラスへの入学の公平性を
保証することが PRIMAの課題である（Bonvin et 

al., 2016, p. 16; Elmiger et al., 2013, p. 41など）．こ
の課題は，人事計画とも関連している（3.2）． 

　そもそも政策が提案された当初の議論をみると，
政策の目的それ自体が，言語能力を向上させる機
会の格差を解消することであった．

わが国の特殊性に鑑み，フランス語を話すす
べての子どもが，わが国の第 1の国語である
ドイツ語へアクセスできるようにすることを
優先事項とすべきだ．
 （2008年動議, 第 3段落）（下線筆者）

　引用部は，「フランス語を話す」子どもに対する
ドイツ語教育の強化を提案している．ここでは，政
策の対象はフランス語を話す子どもであること，そ
の子どもは，フランス語「のみ」を話すと考えら
れている．確かに，この 2008年動議を提案した自
由革新党の議員 C. Gueissaz氏は 2009年の答弁で，
「7～10才のうち，バイリンガルであるのは移民の
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子どものみであり，フランス語を母語とする子ど
もは，ドイツ語圏に行く余裕のない限りモノリン
ガルである」として，フランス語を母語とする子
どもと移民の子どもの間の「差別」を主張してい
る（République et canton de Neuchâtel, 2009, p. 

775）．このように PRIMAは当初，すべての子ど
もにドイツ語能力の向上の機会を提供することを
目標としていた．
　つまり PRIMAはバイリンガル能力を身につけ
る機会を，生徒の母語にかかわらず公平に提供す
るという目標のもとに提案されたが，現状ではす
べての学校でイマージョンを行う体制が整ってい
ないために，PRIMAクラスに入ることができる
かどうかによる格差という新しい問題が生じてい
る．
4.3.2.　PRIMAクラス内部での格差
　PRIMA内部の「格差」とは，移民のルーツを
もち，家庭と学校で L1が異なる子どもと，家庭
でも学校でもほとんどフランス語のみを話す子ど
もの間の格差のことである．
　2011/12年度にイマージョン教育を実験的に開始
した当時，生徒のうち 46％は，家庭などでフラン
ス語以外の言語も使用しており，このうち標準ド
イツ語とスイスドイツ語以外の言語を使用する生
徒は 3分の 2を占めていた（Elmiger et al., 2012, p. 

10）．つまり PRIMAクラスには，ほとんどフラン
ス語のみを使用して育った約 54％の生徒と，フラ
ンス語でもドイツ語でもない言語を学校外で使用
する約 30％の生徒，そしてドイツ語を家庭で使用
する 10％強の生徒が含まれていた．このように，
PRIMAクラスに在籍する子どもの言語的背景は
多様であり，この多様性を管理することは重要な
課題であった．
　そしてヌーシャテル教育局や，モニタリング調
査を行った研究者は，移民の子どもに早期から家
庭言語とは異なる多くの言語を教育することが負
担になるのではないか，という議論を行っていた．
実際，イマージョン教育を開始した直後，一部の
教員はフランス語を話さない子どもにとっての学
習負担になっていると感じていることが報告され
ている（Elmiger et al., 2012, p. 30）．
　一方，すでに複数の言語を学んだ子どもへのド

イツ語教育には問題がない，と教師自身が気づく
事例もあった（Elmiger et al., 2013, p. 10）．また，
言語習得の面のみならず，「フランス語を母語とし
ない生徒にとってドイツ語がリンガフランカとな
り，他の生徒と同等の立場で授業を受けることが
できる」という利点も挙げられた（ibid., p. 73）．つ
まり，イマージョン教育は教授言語をフランス語
からドイツ語に切り替え，半数を占める生徒とそ
れ以外の少数派の生徒との力関係を変化させる役
割を担ったと評価されている．
　ヌーシャテル教育局は以上の議論をふまえて，イ
マージョンの実施による格差は生じないと強調し
ている．

母語能力の強化：イマージョン教育は学業の
遅れや，言語的少数者の生徒への不利を生む
ことはない．L1つまり母語の能力は，優れた
L2能力の前提条件となる．
 （2016年草稿, p. 42）

　引用部は言語教育学の知見にもとづくという 25）

が，具体的にイマージョン教育を受けた生徒のド
イツ語能力や教科学力の測定が行われたのは
2018/19年度のモニタリング調査においてであっ
た．たしかにイマージョンで 7年間学んだ小学校
5年生の生徒は，必修ドイツ語のみを受けた場合
に小学校 6年生で到達するドイツ語能力をすでに
身につけていることが報告されている（Borel et 

al., 2019, p. 42）．しかし PRIMAクラス内部にお
ける，生徒の L1によるイマージョン教育の効果
については調査されているわけではない．このた
め，PRIMAクラス内部での格差については，今
後の実証研究などが求められているといえる．

5．お　わ　り　に

　バイリンガル教育は，カナダの公用語政策，ヨー
ロッパの言語教育政策などと深く関わりながら発
展してきた．多言語教育を推進するスイスでも，バ
イリンガル教育は関心を集めており，すでにバイ
リンガル教育を実施している事例については，教
授法を発展させる目的で研究が積み重ねられてき
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た．しかし，財政的支援の獲得，教員の確保，バ
イリンガルクラスへの入学やクラス内部での公平
性にかんする条件の整備など，政策的議論にはあ
まり焦点があたってこなかった．そこで本研究で
は，新たに公立学校でイマージョン教育を開始し
たヌーシャテルの事例を通して，どのような課題
が認識され，どのように議論されたのか，そして
政策の維持や発展のために現在どのような課題が
残っているのかを明らかにした．
　ヌーシャテルでイマージョン教育は，議会で提
案されてから正式な政策に組み込まれるまで 10年
強を要した．この間，教育局義務教育課のイニシ
アチブによって一部の公立学校はイマージョン教
育を実験的に開始した．ここで，ドイツ語教育の
強化という目的が，カントンの経済政策とスイス
全体の言語政策に沿うものだったため，このプロ
ジェクトは財政的な支援を得ることができ，モニ
タリング調査や教員養成，教材開発が進んだ． こ
のように，ヌーシャテルにおけるイマージョン教
育の発展過程を理解するには，言語教授法の側面
のみならず，この教授法によって高度な言語能力
を養成すべきとする政策面の主張に注目すること
も重要である．
　一方，「政策的・財政的支援の確保」「教員採用・
養成，人事計画」「公平性の保証」という観点から
は，さまざまな課題があったことが明らかになっ
た．教員養成については，バイリンガル教育に特
化した研修プログラムが開始されたばかりであり，
イマージョン教育を担う候補生の数や研修内容が，
このプロジェクトの維持や発展につながるかにつ
いて今後も注目する必要がある．
　教員の確保という課題は，PRIMAクラスへの
入学にかんする公平性の保証の問題ともつながっ
ている．ヌーシャテル政府は目下，2038年までの
10年を見据えてイマージョン教育の拡大に取り組
んでいるが，教員を確保できないためにイマージョ
ンを導入していない学校区は少なくない．このよ
うに，右に挙げた課題が相互に結びついていると
いう点も，イマージョン教育の政策面での難しさ
といえる．ヌーシャテルは以上の課題に直面しな
がらも，この教授法の導入によってドイツ語教育
に風穴を開けようとしているということである．
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いる言語を指す（de Flaugergues, 2016, p. 6）．
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と，PRojet dʼIMmersion en Allemand（フランス
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ジェクト」を意味する）の略語である．
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Eidgenossenschaft vom 18. April 1999. ［www.
fedlex.admin.ch/eli/cc/1999/404/de］［2022 年 9 月
2日閲覧］

13） Plan dʼétudes romand （CIIP, 2010）. ［www.
plandetudes.ch/］［2022年 9月 2日閲覧］

14） フランス語圏スイスにおける義務教育を通しての
ドイツ語の授業時間数は 542-578時間，日本の
「外国語活動」（小学校 3-4年生）と「外国語」（小
学校 5年生-中学校 3年生）の授業時間数の合計
は 472.5時間である．

15） 自由革新党（Parti libéral-radical, PLR）は，ヌー
シャテル議会において社会党（Parti socialiste 
neuchâtelois, PSN）と常に議席を争う有力政党の
一つである．

16） 例えば（Dubouloz, 2014; Lüdi et al., 1998）
17） Bonnes connaissancesの訳
18） Programme de législature 2014-2017.［www.ne.ch/

medias/Pages/140507-programme-de-legislature.
aspx］［2020年 9月 2日閲覧］

19） 2016年よりMovetiaに改名．内務省管轄の文化
庁（BAK/OFC），教育・研究・イノベーション
省（SBFI/SEFRI），社会保障省（BSV/OFAS）の
予算で，国内の交流・留学などの事業を行う．
［www.movetia.ch/］［2020年 9月 2日閲覧］

20） Movetia « Prix du fédéralisme » ［chstiftung.ch/fr/
programmes-projets/prix-du-federalisme/prix-
du-federalisme］［2022年 9月 2日閲覧］

21） ヌーシャテル教育局義務教育課 Giuseppina 
Biundo氏による（2022年 1月 26日）．

22） ヴォー教員養成大学（HEP VD）の入学要件：ド
イツ語・英語は CEFRの B2レベルの資格証明，
ドイツ語圏での 6週間以上の滞在経験．ジュネー
ヴ大学教育学部の初等教員養成課程の入学要
件：ドイツ語・英語の B2レベルの証明など．多
くの場合，語学証明はスイスの高校卒業資格にお
けるドイツ語の成績で代用することが可能である．

23） Bilingualer Studiengang/ Cursus bilingue. ［www.
phbern.ch/studium/primarstufe/studienangebot/
bilingualer-studiengang］ ［2022年 9月 2日閲覧］

24） ヌーシャテル教育局義務教育課 Giuseppina 
Biundo氏による（2022年 1月 26日）

25） ヌーシャテル教育局は，Cathomas & Carigiet 
（2008）, Grosjean （2015）にもとづくとしている
（2016原則, p. 41）
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Summary　This study aims at analysing political considerations in the implementation of immersion 
education in public schools. In Switzerland, a country with four official languages, bi-multilingual 
education is recommended. Though until now, immersion education is only practiced in confined areas 
and in private schools. However, Neuchâtel, where French is only official language, has recently begun 
German immersion education in public schools, and this has led to significant results. Therefore, this 
study focuses on the policy discussions handled by the Neuchâtel Parliament, the Government and the 
Education Department. It was noticed that experiments in some schools were carried out in Neuchâtel 
by the initiative of the Education Department prior to the policy decision. With the introduction of this 
policy, questions related to obtaining financial support, securing teachers and ensuring fairness were 
also raised.
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